
◎廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一五年六月一八日法律第九三号）   

一、提案理由（平成一五年五月九日・衆議院環境委員会） 

○鈴木国務大臣 ただいま議題となりました特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に

関する特別措置法案及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案に

つきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 引き続き、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案について御説

明申し上げます。 

 我が国においては、循環型社会の形成に向けて、廃棄物の減量化を促進し、適正に廃

棄物が処理される体制を整備するため、依然として後を絶たない悪質な不法投棄等不適

正処分に対し一層厳格な姿勢で臨むための制度の強化を図るとともに、リサイクルなど

の取り組みが効率的かつ円滑に実施されるよう制度の合理化を図ることが喫緊の課題と

なっております。こうした課題を踏まえ、この法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、産業廃棄物の広域的な不適正処分の事案等に対処するため、国は、地方公共

団体の責務が十分に果たされるよう必要な広域的な見地からの調整を行うよう努めるこ

ととするとともに、生活環境の保全上特に必要があると認めるときは、産業廃棄物に係

る報告徴収及び立入検査を都道府県知事だけでなく環境大臣も行えることとしておりま

す。 

 第二に、廃棄物の処理施設の整備における課題に的確に対応するため、投資の重点化

及び効率化に留意しつつ、五年ごとに廃棄物処理施設整備計画を策定することとしてお

ります。 

 第三に、悪質な廃棄物処理業者を排除し、廃棄物の適正な処理体制を一層確保するた

め、廃棄物処理業の許可を受けた者等について、欠格要件に該当するに至ったとき等の

場合には、その許可を必ず取り消さなければならないこととしております。 

 第四に、循環型社会の形成に向けた取り組みが効率的かつ円滑に実施されるよう、一

定の廃棄物の広域的な処理を行う者について、環境大臣の認定により、廃棄物処理業の

許可を不要とするといった、廃棄物のリサイクルなど適正な処理を促進するための特例

制度を設けることとしております。 

 第五に、廃棄物でないなどと偽って廃棄物の不適正処分を行う悪質な事例に的確に対

処するため、都道府県知事等は、廃棄物であることの疑いのある物について報告徴収及

び立入検査ができるようにすることとしております。 

 第六に、廃棄物の不法投棄等の防止を一層図るため、廃棄物の不法投棄及び不法焼却

の未遂罪を新設するなど罰則の強化を行うこととしております。 

 最後に、この法律の施行期日は、一部の事項を除き、平成十五年十二月一日としてお



ります。 

 以上が、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法案及び廃棄物の

処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由及びその内容の概要であ

ります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（平成一五年五月二七日） 

○松本龍君 ただいま議題となりました両法律案について、環境委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案について申し上げ

ます。 

 本案は、依然として後を絶たない悪質な廃棄物の不適正処分への対応の強化とリサイ

クルの効率的な実施などを図るための措置を講じようとするもので、その主な内容は、

次のとおりであります。 

 第一に、都道府県知事等は、廃棄物であることの疑いのある物について立入検査等が

できるようにするとともに、産業廃棄物に関し、緊急時には、環境大臣が立入検査等を

行うことができるようにする、 

 第二に、廃棄物処理業者等が欠格要件に該当するに至ったときには、許可権者は、必

ず許可を取り消さなければならないこととする、 

 第三に、広域的なリサイクル等を推進するため、環境大臣が認定した者は、廃棄物処

理業の許可を要しないこととする、 

 第四に、廃棄物の不法投棄等の未遂罪を新設するなど罰則を強化する 

等であります。 

 委員会においては、去る九日鈴木環境大臣から両法律案についてそれぞれ提案理由の

説明を聴取し、十四日に千葉県市原市の不法投棄現場等を視察した後、十六日に質疑を

行いました。次いで、二十日には参考人から意見を聴取するなど慎重審査を行い、二十

三日に質疑を終了いたしました。まず、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関す

る特別措置法案について採決を行ったところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決まりました。次に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正

する法律案について、日本共産党から修正案が提出され、趣旨の説明を聴取した後、採

決を行ったところ、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと決まりました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月二三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 



一 政府一丸となって循環型社会の実現を期すため、環境省等関係省庁間の十分な連携

を図り、廃棄物・リサイクル関係法の有機的かつ整合的な運用を行うとともに、今後

とも諸外国の例も踏まえつつ、望ましい法体系のあり方につき検討すること。 

二 市町村が適正に処理できない一般廃棄物の品目・量等について、実態を速やかに把

握するとともに、それらのリサイクルを含め、適正な処理のあり方について検討を行

い、必要な措置を講ずること。 

三 家庭から排出されるものを含め、医療系廃棄物の適正処理の一層の推進のための方

策の検討に努めること。 

四 廃棄物の発生抑制やリサイクルを推進する立場からデポジット制度等の経済的手法

について製品毎の特性や実態を踏まえながら検討すること。 

五 いわゆる事業系一般廃棄物の発生抑制方策につき検討し、必要な措置を講ずること。 

六 市町村が一般廃棄物処理計画に従って委託を行った一般廃棄物の処理に起因する環

境汚染については、当該市町村の責任において必要な措置が講じられるよう努めるこ

と。 

七 必要な廃棄物処理施設の確保のため、公共関与による施設整備の促進などを含め、

国民の理解を得ながら安心できる施設整備を図ること。特に首都圏、近畿圏の廃棄物

については、域内でできる限り処理が行われるよう、必要な処理施設の整備を推進す

ること。 

八 産業廃棄物の不適正処理事案に迅速に対応するため、電子マニフェストの義務化も

視野に入れつつ、その普及拡大を図る方策を検討すること。 

九 排出事業者が信頼できる処理業者を的確に選択することができるよう、処理業者に

係る情報提供のシステムを充実すること。 

十 産業廃棄物の更なる適正処理を図るため、不法投棄に関与した土地所有者責任の徹

底、廃棄物処理基準の改正等による自社処分に対する規制強化等について早急に検討

すること。 

十一 既に廃止されたものを含め、焼却施設や最終処分場周辺の土壌及び地下水に係る

汚染の実態を把握し、結果を公開するとともに、環境回復措置に努めること。 

十二 広域的処理に係る特例制度の施行に際しては、不適正処理が生じないよう厳格に

運用し、適正処理の確保に万全を期すること。 

十三 廃棄物の不法投棄等を防止するため、地方公共団体の担当職員や地方に配置する

環境省職員の増員等、体制整備に努めること。 

十四 産業廃棄物税等については、その目的、税収の使途等について、全国的な観点か

ら検討を行い、法律としての整備も視野に入れ、早急に結論を得ること。 

十五 廃棄物行政の実施に当たっては、国と地方公共団体が連携を密にし、一体となっ

て取り組むよう十分配慮すること。特に、環境省による報告徴収及び立入検査の権限

行使に際しては、連携を十分に確保すること。また、地方公共団体の施策のうち全国



的に行うことが効果的なものについては、国において導入を検討すること。 

三、参議院環境委員長報告（平成一五年六月一一日） 

○海野徹君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案は、最近における

廃棄物の処理をめぐる状況にかんがみ、廃棄物の適正な処理を確保するため、国が策定

する廃棄物処理施設整備計画について定めるとともに、廃棄物の広域的処理について許

可に代わる認定制度を新設するほか、廃棄物の不法投棄に関する罰則を強化する等の措

置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、青森・岩手県境不法投棄事案

における行政の責任、排出事業者等の責任を徹底化する必要性、拡大生産者責任が法案

に盛り込まれなかった理由、産業廃棄物税導入の是非等について質疑が行われたほか、

参考人からの意見聴取、青森・岩手県境の不法投棄現場における現地調査を行いました。 

 質疑を終了した後、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案に対

して、日本共産党の岩佐委員より、産業廃棄物の不法投棄に係る土地の所有者等の責任

の強化等を内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、順次採決の結果、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する法律案に

ついては多数をもって、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案に

ついては、修正案を否決した後、多数をもって、それぞれ原案どおり可決すべきものと

決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年六月一○日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、「循環型社会」の実現に向けて、廃棄物の発生抑制、適正かつ効率的な廃棄物の処

理の推進などの観点から、排出者責任・拡大生産者責任の在り方等、廃棄物・リサイ

クル制度の充実について、諸外国の先進事例も踏まえつつ、今後とも十分な検討を行

うこと。 

二、市町村が適正に処理できない一般廃棄物の品目・量等について実態を速やかに把握

するとともに、回収・リサイクルの方法を含め、その適正な処理の在り方について早

急に検討を行い、必要な措置を講ずること。 

三、医療系廃棄物の適正処理の一層の推進のため、家庭から排出されるものを含め、そ

の方策の検討に努めること。 

四、事業系一般廃棄物について、その発生抑制の方策を検討すること。 

  また、事業者がその処理を委託する場合には、委託基準が遵守されるよう必要な措



置を講ずること。 

五、市町村が一般廃棄物処理計画に従って委託を行った一般廃棄物の処理に起因する環

境汚染については、当該市町村の責任において必要な措置が講じられるよう努めるこ

と。 

六、産業廃棄物の不適正処理事案に迅速に対応するため、電子マニフェストの義務化も

視野に入れつつ、その普及拡大を図る方策を検討すること。 

七、排出事業者が信頼できる廃棄物処理業者を的確に選択することができるよう、廃棄

物処理業者に係る情報提供のシステムを充実すること。 

八、産業廃棄物の更なる適正処理を図るため、不法投棄に関与した土地所有者責任の徹

底、廃棄物処理基準の改正等による自社処分に対する規制強化等について早急に検討

すること。 

九、焼却施設や最終処分場周辺の土壌及び地下水に係る汚染問題については、既に廃止

されたものを含め、その実態を早急に把握し、結果を公開するとともに、周辺住民が

安心できるよう、環境回復措置に努めること。 

十、広域的処理に係る特例制度の施行に際しては、不適正処理が生じないよう厳格に運

用し、適正処理の確保に万全を期すること。 

十一、廃棄物処理施設の設置に当たっては、周辺住民に対する配慮が行われるよう努め

るとともに、公共関与を含め、その整備促進を図ること。特に首都圏、近畿圏の廃棄

物については、域内で可能な限り処理が行われるよう、必要な処理施設の整備を推進

すること。 

十二、廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進に効果が期待されるデポジット制度等の経

済的手法について、製品ごとの特性や実態を踏まえながら、その活用の在り方につい

て検討を行うこと。 

十三、産業廃棄物税等については、その目的、税収の使途等について、全国的な観点か

ら検討を行い、法律としての整備も視野に入れ、地方公共団体等の意見を踏まえ、早

急に結論を得ること。 

十四、不法投棄等の廃棄物の不適正処理については、行政処分による厳正な対処が行わ

れるよう引き続き都道府県等に求めるとともに、不適正処理の防止策も含め、地方公

共団体の担当職員や地方に配置する環境省職員の増員、警察との連携等、その体制整

備に十分努めること。 

十五、廃棄物行政を進めるに当たっては、国と地方公共団体が連携を一層密にし、一体

となって取り組むよう十分配慮すること。特に、環境省による報告徴収及び立入検査

の権限行使に際しては、連携を十分に確保すること。 

  また、地方公共団体の施策のうち全国的に行うことが効果的なものについては、国

において導入を検討すること。 

 右決議する。 


